
高山市ごみ処理施設建設工事低入札価格調査事務取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、高山市が発注する高山市ごみ処理施設建設工事（以下「本工事」とい

う。）の入札において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の

２第２項の規定により落札者を決定する場合における調査（以下「低入札価格調査」とい

う。）の手続きその他の必要な事項を定めるものとする。 

 （調査基準価格） 

第２条 調査基準価格とは、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めら

れる価格をいい、総合評価方式による評価値が最も高い者（以下「最高評価値者」とい

う。）が行った入札の価格が調査基準価格を下回った場合には、低入札価格調査を行うこと

とする。 

２ 調査基準価格は、予定価格（消費税及び地方消費税を含む。）の１００分の７５から１０

０分の９２までの範囲内で定める。 

 （失格基準価格） 

第３条 失格基準価格（入札の価格が調査基準価格を下回った場合で、低入札価格調査を実施

せず失格とする価格をいう。）は設定しない。 

 （入札に参加しようとする者への周知） 

第４条 対象工事に係る入札公告等には次の事項を記載し、入札に参加しようとする者に周知

するものとする。 

 ⑴ 調査基準価格を設定していること。 

 ⑵ 失格基準価格を設定していないこと。 

 ⑶ 調査基準価格を下回った価格で入札を行った者は、最高評価値者であっても落札者とな 

らない場合があること。 

⑷ 調査基準価格を下回った価格で入札を行った者は、資料の提出及び事情聴取に協力する 

こと。 

 （低入札価格調査の実施） 

第５条 ごみ処理場建設推進課は、入札の結果、最高評価値者が行った入札の価格が調査基準

価格を下回った場合は、当該最高評価値者に対し低入札価格調査の対象者（以下「低入札価

格調査対象者」という。）である旨を通知し、低入札価格調査を行うものとする。 

２ 低入札価格調査は、次に掲げる事項についての事情聴取等により行うものとする。 

 ⑴ 当該価格で入札した理由 

 ⑵ 本工事現場付近における手持ち工事の状況 

⑶ 本工事に関連する手持ち工事の状況 

 ⑷ 本工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連 



 ⑸ 手持ち資材の状況 

 ⑹ 資材購入先及び入札者の関係 

 ⑺ 手持ち機械の状況 

 ⑻ 労務者の具体的供給見通し 

 ⑼ 過去に施工した公共工事名、発注者名及び成績状況 

⑽ 経営状況（取引先金融機関及び保証会社への照会） 

 ⑾ 信用状況（建設業法（昭和２４年法律第１００号）違反の有無、賃金不払いの有無、下 

請け代金の支払い遅延の有無等） 

 ⑿ 下請契約予定者及び同契約予定額 

 ⒀ 配置予定技術者名簿 

３ ごみ処理場建設推進課は、低入札価格調査を行うときは、低入札価格調査対象者に対し、

次に掲げる書類の提出を求めるものとする。 

 ⑴ 低入札価格調査票（別記様式第１号） 

 ⑵ 入札価格の積算内訳書 

 ⑶ 工程表 

４ 低入札価格調査対象者は、前項各号に規定する書類を、開札日から７日以内に提出するも

のとする。 

 （調査結果の審議） 

第６条 ごみ処理場建設推進課は、最高評価値者が行った入札の価格による契約の内容に適合

した履行の可否を審議するため、低入札価格調査を行った結果を高山市工事等低入札価格調

査委員会（以下「調査委員会」という。）の審議に付すものとする。 

 （調査委員会の審議に基づく落札候補者の決定） 

第７条 調査委員会の審議の結果、契約の内容に適合した履行がされると認めるときは、最高

評価値者を落札候補者として決定する。 

２ 調査委員会の審議の結果、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めると

きは、その者を落札候補者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った他

の者のうち、総合評価方式による評価値が最高評価値者に次いで高い者（以下「次順位者」

という。）を落札候補者とする。 

３ 次順位者が調査基準価格を下回る価格による入札を行った者であるときは、ごみ処理場建

設推進課は、当該次順位者について改めて低入札価格調査を行うものとする。 

４ 前項の規定による低入札価格調査を行ってもなお、落札候補者が決定しない場合で、予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った他の者があるときは、総合評価方式による

評価値が高い者から順に前２項の規定を適用し、落札候補者を決定するものとする。 

 



（落札候補者の報告） 

第８条 前条の規定により落札候補者を決定したときは、その結果を高山市ごみ処理施設建設

事業者選定委員会に報告するものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和４年５月１２日から施行する。 

（要領の失効） 

２ この要領は、本工事に係る請負契約の締結について議決した日をもって、その効力を失

う。 

 



別記様式第１号（第５条関係） 
                                                          令和  年  月  日 
 
 
（あて先）高山市長 
 

                    （調査対象者）  
                     所 在 地 
                               
                     商号・名称 
 
                      代表者職氏名                         

                                                                               

 

 

 

 次の工事に係る低入札価格調査について、低入札価格調査票を提出します。  
 

     仕様書番号及び工事名  
     工 事 場 所                                         
      工 事 概 要                                                 
                                                  
       工        期                               

 

 

                          低 入 札 価 格 調 査 票  

 

 

 ⑴ 当該価格で入札した理由（様式１－１） 
 
 ⑵ 手持ち工事の状況（本工事現場付近）（様式１－２） 
 
 ⑶ 手持ち工事の状況（本工事関連）（様式１－３） 
 
⑷ 本工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連（様式１－４） 

 
 ⑸ 手持ち資材の状況（様式１－５） 
 
 ⑹ 資材購入先一覧（様式１－６） 
 
 ⑺ 手持ち機械の状況（様式１－７－１） 
 
 ⑻ 機械リース元一覧（様式１－７－２） 
 
 ⑼ 労務者の確保計画（様式１－８－１） 
 
 ⑽ 工種別労務者配置計画（様式１－８－２） 
 
 ⑾ 過去に施工した公共工事名及び発注者名（様式１－９） 
 
 ⑿ 施工体制台帳（様式１－１０－１） 
 
 ⒀ 施工体系図（様式１－１０－２） 
 
 ⒁ 配置予定技術者名簿（様式１－１１） 
 

 

 

 

 

 



様式１－１ 

当該価格で入札した理由  

 

 

・当該価格で入札した理由を、労務費、手持ち工事の状況、当該工事箇所と事務所・倉庫
との関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請け会社の協力等からの面をふまえ
て記載する。 
 



様式１－２ 

手持ち工事の状況（本工事現場付近）  

 

 

工事名 発注者 工期 金額 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・本様式には、本工事現場付近（半径１０km程度）での手持ち工事の件名を記載すること
。 
・記載した工事を受注していることを証する契約書等の写し、工事個所が確認できる図面
（縮尺は問わない）を添付すること。 

 



様式１－３ 

手持ち工事の状況（本工事関連）  

 

工事名 
（工事地先名） 

発注者 工期 金額 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本様式には、本工事の同種又は同類の手持ち工事名を記載すること。  
・記載した工事を受注していることを証する契約書等の写しを添付すること。 
 



様式１－４ 

本工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連  

 

・分かりやすい地図で本工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連が明確になるように記入し、
所在地も明らかにすること。また、それらの使用・所有を証する契約書等の写しを添付すること。  

 



様式１－５ 

手持ち資材の状況  

 

 

品名 規格・形式 単位 手持ち数量 
本工事での  
使用予定量  

不足数量の  
手当方法 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

・手持ち資材の状況については、主に本工事で使用予定の資材を記入する。  
 



様式１－６ 

資材購入先一覧  

工種種別 品名規格 
単 
位 

数 
量 

購  入  先  名 

業者名 所在地 入札者との関係 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

・購入先予定業者と

の関係を記入  

（例）協力会社、同

族会社、資本提携会

社等  

・関係を証明する規  

約、登録書等を添付  

 

 

 

      

 

 

 

      
 

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

・資材購入予定業者からの見積書（数量、単価、代表者印があるもの）を添付するこ
と。  
 



様式１－７－１ 

手持ち機械の状況  

機械名称 規格・型式・能力・年式 単位 数量 メーカー名 現在の利用状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・本様式に記載した機械の保有を証する書類を添付すること。  
・本様式に記載した機械の写真を添付すること。  
 



様式１－７－２ 

機械リース元一覧  

 

機械名称 
規格・型式・  

能力・年式  
単位  数量  ﾒｰｶｰ名 単価 

リース元名  

業者名 所在地  
入札者との  

関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式１－８－１ 

労務者の確保計画  

工種 職種 単価 員数 
下請会社との関係  

下請会社名等  

     

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自社労務者は（ ）で内書きし、自社労務者と下請労務者を区分すること。 
・自社労務者は、自社労務者であることを証する書面及び過去３か月間の給与明細書

又は労働基準法第108条に基づく賃金台帳の写し等を添付すること。 
・下請労務者については、下請予定業者の労務費を明らかにした見積書（代表者印が

あるもの）を添付すること。 
 



様式１－８－２  

工種別労務者配置計画  

 

 

 

 

工種 種別 
配置予定人数 

計 
世話役 

普通 

作業員 

特殊  

作業員  
配管工 電工 

運転手  

（一般） 
…  …  …  

            

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

・自社労務者は（ ）で内書きし、自社労務者と下請労務者を区分すること。  
 



様式１－９ 

過去に施工した公共工事名及び発注者名 

 

発注者 工事名 工期 金額 評点  
 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・過去５箇年を記入 
・過去に施工した工事で低入札の実績の案件には、備考欄に◎印を記す。  
 



様式１－１０－１ 

年 月 日 

施 工 体 制 台 帳           
【会 社 名    】 

【事業所名】 

    

 

 

 

 

 

外国人建設就労者の

従事状況（有無） 
有 ・ 無 

外国人技能時実習生 

の従事の状況（有無） 
有 ・ 無 

建設業の

許 可     

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日 

工事業 
大臣 特定 
      第  号 
知事 一般 

年 月 日 

工事業 
大臣 特定 
      第  号 
知事 一般 

年 月 日 

工事名称
及 び    
工事内容 

 

発注者名
及 び    
住 所     

 

工 期     
自 年 月 日 
至 年 月 日 

契約日  年  月  日 

契 約 
営 業 所 

区 分 名 称 住 所 

元請契約   

下請契約   

健康保険 
等の 
加入状況 

保険加入の
有    
無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 
適用除外 

加入  未加入 
適用除外 

加入  未加入 
適用除外 

事業所整理
記 号 等 

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

元請契約     

下請契約     

発注者の
監督員名 

 権 限 及 び 
意見申出方法 

 

監督員名 
 権 限 及 び 

意見申出方法 

 

現 場 
代理人名 

 権 限 及 び 
意見申出方法 

 

監 理 
技術者名 

専 任    
非専任 

資格内容 
 

専 門 
技術者名 

 専 門 
技術者名 

 

 資 格 
内 容 

  資 格 
内 容 

 

担 当 

工事内容 

 担 当 

工事内容 

 



 

【下請負人に関する事項】 

 

 

 

 

会 社 名  代表者名 
 

住 所 
 

工事名称
及 び 
工事内容 

 

工 期 自 年 月 日 
至 年 月 日 契 約 日 年 月 日 

建設業の
許 可 

許 可 業 種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

工事業 
大臣 特定 
      第    号 
知事 一般 

年 月 日 

工事業 
大臣 特定 
      第    号 
知事 一般 

年 月 日 

健康保険等
の加入状況 

保険加入の
有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 
適用除外 

加入  未加入 
適用除外 

加入  未加入 
適用除外 

事業所整理 
記 号 等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

現 場 代 理 人 名 
  

安全衛生責任者名 
 

 権 限 及 び 
意見申出方法 

 
安全衛生推進者名 

 

※主任技術者名 専 任 
非 専 任 雇用管理責任者名  

 
資 格 内 容 

 
※専門技術者名 

 
 

   
資格内容 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
担当工事内容 

 

外国人建設就労者の

従事状況（有無） 
有 ・ 無 

外国人技能時実習生 

の従事の状況（有無） 
有 ・ 無 
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配置予定技術者名簿  

区分 氏名 資格 取得年月日 
免許番号 
交付番号 

  
 

 

 

 
 

 
 

 
 

  
 
 

 

 
 

 
 

 
 

  
 

 

 

 
 

 
 

 
 

  
 
 

 

 
 

 
 

 
 

  
 
 

 

 
 

 
 

 
 

  
 
 

 

 
 

 
 

 
 

  
 

 

 

 
 

 
 

 
 

  
 
 

 

 
 

 
 

 
 

  
 

 

 

 
 

 
 

 
 

  
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 


